
 

 

 

 

就業者の職業別構成及び母子世帯等の

状況に関する結果等をまとめた，平成17

年国勢調査（10月１日実施）の第３次基

本集計結果が，平成20年１月に総務省統

計局から公表されましたので，福岡市分

について紹介します。 
 

１．職業別15歳以上就業者 

(1)概要 

市内の就業者の22.4％が事務従事者 

平成 17 年 10 月１日現在の福岡市に住

む15歳以上就業者648,832人を職業大分

類別に見ると，最も多いのは「事務従事

者」の 145,248 人（構成比 22.4％）で，

次いで，「販売従事者」が 131,736 人（同  

20.3％），「生産工程・労務作業者」が 
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123,462人（同 19.0％）と続いています。

最も少ないのは｢農林漁業作業者｣の

5,139 人(同 0.8％)です。 

就業者数を前回調査（平成 12 年)と比

べると，増加率が最も高いのは「保安職

業従事者」で 13.4％増，次いで，サービ

ス職業従事者」が 5.8％増，「専門的・

技術的職業従事者」が 2.9％増，「事務

従事者」が 1.8％増と，４職種で増加し

ています。 

 一方，「販売従事者」や「農林漁業作業

者」など５職種で減少しており，中でも「管

理的職業従事者」は 13.8％減で，10 年前

（平成７年調査）の半数近くになっていま

す。（図１，表１）

平成７年 平成12年 平成17年 ７年 12年 17年 ７～12年 12～17年

総　　　　　　数 1) 629,464 645,887 648,832 100.0 100.0 100.0 2.6 0.5

 専門的・技術的職業従事者 90,078 98,150 101,021 14.3 15.2 15.6 9.0 2.9

 管理的職業従事者 32,000 20,519 17,684 5.1 3.2 2.7 △ 35.9 △ 13.8

 事務従事者 138,550 142,621 145,248 22.0 22.1 22.4 2.9 1.8

 販売従事者 132,893 137,873 131,736 21.1 21.3 20.3 3.7 △ 4.5

 サービス職業従事者 63,462 71,090 75,242 10.1 11.0 11.6 12.0 5.8

 保安職業従事者 7,259 8,148 9,240 1.2 1.3 1.4 12.2 13.4

 農林漁業作業者 6,460 5,349 5,139 1.0 0.8 0.8 △ 17.2 △ 3.9

 運輸・通信従事者 22,145 21,787 20,972 3.5 3.4 3.2 △ 1.6 △ 3.7

 生産工程・労務作業者 129,737 126,008 123,462 20.6 19.5 19.0 △ 2.9 △ 2.0

 増減率（％）構成比（％）15 歳 以 上 就 業 者
職　　業　（大分類）

 1）「分類不能の職業」を含む。
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表１ 職業別 15 歳以上就業者数の推移 

図１ 職業別 15 歳以上就業者数の推移 

専門的･技術的職業従事者 
…教員，医師，看護師，

技術者，デザイナー，
音楽家，宗教家，記者
など 

 
管理的職業従事者 

…議員，会社・団体役員，
国・地方公共団体・会社
等の管理的業務従事者な
ど 
 

保安職業従事者 
…自衛官，警察官，海上

保安官，消防員，警備
員など 



(2)男女別 

男性は「販売」，女性は「事務」が最多 

男女別に見ると，男性の就業者総数は

361,482 人で，職業別では「販売従事者」

が 87,123 人（構成比 24.1％)と最も多く，

次いで，「生産工程・労務作業者」が 86,528

人（同 23.9％)，「専門的・技術的職業従

事者」が 52,091 人（同 14.4％)と続いて

います。 

女性の就業者総数は 287,350 人で，職

業別では，「事務従事者」が 96,059 人（構

成比 33.4％)と最も多く，次いで，「専門

的・技術的職業従事者」が 48,930 人（同

17.0％），「サービス職業従事者」が 46,549

人（同 16.2％)と続いています。 

 前回と比べると，「保安職業従事者」，

「サービス職業従事者」，「事務従事者」

の３職種は男女ともに増加しており，中

でも「保安職業従事者」は，男性が 13.0％

増，女性が 20.0％増と大きく増加して

います。 

男女で増減に差異が出たのは「専門

的・技術的職業従事者」で，男性は 2.2％

減少したのに対し，女性は 9.0％増加し

ています。（表２） 

男女別割合を見ると，就業者総数では

男性が 55.7％，女性が 44.3％となってい

ますが，「保安職業従事者」と｢運輸・通

信従事者｣は男性が９割以上を占めてい

ます。一方，「事務従事者」と「サービ

ス職業従事者」では，女性が６割以上を

占占めています。（図２）

 

  表２ 職業，男女別 15 歳以上就業者数 

男 女 男 女 男 女 男 女 総数 男 女

総　　　　　　数 1) 367,028 278,859 361,482 287,350 △ 1.5 3.0 100.0 100.0 100.0 55.7 44.3

 専門的・技術的職業従事者 53,257 44,893 52,091 48,930 △ 2.2 9.0 14.4 17.0 100.0 51.6 48.4

 管理的職業従事者 17,916 2,603 15,136 2,548 △ 15.5 △ 2.1 4.2 0.9 100.0 85.6 14.4

 事務従事者 47,641 94,980 49,189 96,059 3.2 1.1 13.6 33.4 100.0 33.9 66.1

 販売従事者 92,905 44,968 87,123 44,613 △ 6.2 △ 0.8 24.1 15.5 100.0 66.1 33.9

 サービス職業従事者 27,680 43,410 28,693 46,549 3.7 7.2 7.9 16.2 100.0 38.1 61.9

 保安職業従事者 7,628 520 8,616 624 13.0 20.0 2.4 0.2 100.0 93.2 6.8

 農林漁業作業者 3,452 1,897 3,345 1,794 △ 3.1 △ 5.4 0.9 0.6 100.0 65.1 34.9

 運輸・通信従事者 20,502 1,285 19,801 1,171 △ 3.4 △ 8.9 5.5 0.4 100.0 94.4 5.6

 生産工程・労務作業者     88,437 37,571 86,528 36,934 △ 2.2 △ 1.7 23.9 12.9 100.0 70.1 29.9

1)「分類不能の職業」を含む。

12年～17年
増減率（％） 男女別割合(％)

平成17年

構成比(％)
平成12年 平成17年

図２ 男女,職業別 15 歳以上就業者割合(平成 17 年） 
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(3)年齢別 

農林漁業作業者の７割超が50歳以上 

就業者の年齢構成を職業大分類別に見

ると，「農林漁業作業者」と「管理的職

業従事者」では50歳以上の占める割合が

７割を超え，39歳以下の割合が極端に低

くなっています。 

また，「運輸・通信従事者」と「保安

職業従事者」「生産工程・労務作業者」

も，比較的に50歳以上の占める割合が高

くなっています。 

一方，「サービス職業従事者」は15～

29歳の占める割合が34.0％と高くなって

います。 

「専門的・技術的職業従事者」と「事

務従事者」「販売従事者」は年齢階級に

よる従事者数の差はあまり見られません。

（図３，表３） 

 

図３ 職業,就業者の年齢（５区分）別割合（平成 17 年） 

表３ 職業別就業者の年齢（５区分）別割合（平成 17 年） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

  総　　　数 (1)

専門的･技術的職業従事者

管理的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業作業者

運輸・通信従事者

生産工程・労務作業者

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

表３ 職業,就業者の年齢（５区分）別割合（平成 17 年） 

  総　　　数 　1) 648,832 149,662 152,006 131,736 139,188 76,240 100.0 23.1 23.4 20.3 21.5 11.8

 専門的・技術的職業従事者 101,021 24,147 27,916 24,105 17,098 7,755 100.0 23.9 27.6 23.9 16.9 7.7

 管理的職業従事者 17,684 210 1,441 3,488 6,515 6,030 100.0 1.2 8.1 19.7 36.8 34.1

 事務従事者 145,248 32,948 39,722 33,179 28,861 10,538 100.0 22.7 27.3 22.8 19.9 7.3

 販売従事者 131,736 31,291 32,830 27,125 27,171 13,319 100.0 23.8 24.9 20.6 20.6 10.1

 サービス職業従事者 75,242 25,560 12,555 11,475 15,423 10,229 100.0 34.0 16.7 15.3 20.5 13.6

 保安職業従事者 9,240 2,169 1,747 1,585 2,405 1,334 100.0 23.5 18.9 17.2 26.0 14.4

 農林漁業作業者 5,139 353 432 608 1,108 2,638 100.0 6.9 8.4 11.8 21.6 51.3

 運輸・通信従事者 20,972 2,468 4,359 4,138 6,774 3,233 100.0 11.8 20.8 19.7 32.3 15.4

 生産工程・労務作業者 123,462 24,800 27,062 23,208 30,535 17,857 100.0 20.1 21.9 18.8 24.7 14.5

50～
59歳

60歳
以上

職 業（大分類）

就業者数

総数
15～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

職業から見た割合(％)

総数
15～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

 1)「分類不能の職業」を含む。



(4)15 大都市の状況 「販売従事者」は，本市が 20.3％と 15 大

都市の中で最も高い割合を示しており，次

いで，仙台市，大阪市と続き，川崎市が最

も低い 15.4％となっています。 

「販売」の就業割合は大都市中第１位 

 15 大都市（政令指定都市及び東京都区

部）における職業別構成比を見ると，本市

をはじめ，仙台市，さいたま市，千葉市，

東京都区部，横浜市及び川崎市の７都市で

は「事務従事者」の占める割合が最も高く

なっており，札幌市，静岡市，名古屋市，

京都市，大阪市，神戸市，広島市及び北九

州市の８都市では，「生産工程・労務作業

者」が最も高くなっています。 

「サービス職業従事者」は，京都市の

12.6％，大阪市の 12.5％に次いで，本市は

３番目の 11.6％と高い割合を示していま

す。「管理的職業従事者」も，東京都区部

の 3.4％を筆頭に，仙台市，千葉市と続き，

本市は４番目の 2.7％と比較的高い順位に

あります。 

「生産工程・労務作業者」は，東京都区

部に次いで２番目に低い割合となってい

ます。（表４，図４）

「農林漁業作業者」は，静岡市以外の各

都市で最も低い割合となっています。  

 各都市の職業別構成比を比較すると， 

都 　市
総　数

1)

福岡市 100.0 15.6 (8) 2.7 (4) 22.4 (6) 20.3 (1) 11.6 (3) 1.4 (8) 0.8 (9) 3.2 (10) 19.0 (14)

札幌市 100.0 15.0 (10) 2.6 (8) 21.2 (10) 18.2 (5) 11.4 (4) 2.3 (1) 0.4 (12) 4.0 (2) 21.7 (8)

仙台市 100.0 16.0 (6) 3.1 (2) 22.3 (7) 19.6 (2) 10.8 (8) 2.0 (2) 1.1 (3) 3.3 (8) 19.9 (13)

さいたま市 100.0 15.6 (7) 2.7 (7) 24.6 (2) 18.3 (4) 8.9 (15) 1.6 (6) 1.0 (4) 2.8 (15) 21.5 (9)

千葉市 100.0 16.1 (5) 2.8 (3) 24.4 (3) 17.0 (11) 9.6 (12) 1.9 (3) 0.9 (8) 3.2 (11) 20.6 (12)

東京都区部 100.0 16.5 (3) 3.4 (1) 24.7 (1) 17.4 (8) 11.0 (7) 1.4 (12) 0.2 (14) 3.0 (13) 18.9 (15)

横浜市 100.0 17.9 (2) 2.7 (5) 24.0 (4) 16.6 (12) 9.7 (11) 1.4 (9) 0.5 (10) 3.1 (12) 21.3 (10)

川崎市 100.0 18.0 (1) 2.1 (15) 22.9 (5) 15.4 (15) 9.2 (14) 1.0 (15) 0.5 (11) 2.9 (14) 21.0 (11)

静岡市 100.0 12.4 (15) 2.4 (13) 19.3 (13) 16.2 (14) 9.6 (13) 1.4 (10) 3.4 (1) 3.6 (3) 30.2 (1)

名古屋市 100.0 13.8 (13) 2.7 (6) 21.0 (11) 18.1 (6) 10.8 (9) 1.3 (13) 0.3 (13) 3.3 (7) 26.6 (4)

京都市 100.0 15.5 (9) 2.5 (12) 18.6 (15) 17.3 (9) 12.6 (1) 1.4 (11) 0.9 (6) 3.2 (9) 24.8 (5)

大阪市 100.0 12.8 (14) 2.5 (11) 20.5 (12) 18.4 (3) 12.5 (2) 1.1 (14) 0.1 (15) 3.4 (5) 26.8 (3)

神戸市 100.0 16.1 (4) 2.6 (9) 21.7 (8) 17.0 (10) 11.3 (5) 1.6 (7) 0.9 (7) 3.4 (6) 22.7 (7)

広島市 100.0 14.8 (11) 2.6 (10) 21.5 (9) 17.6 (7) 10.3 (10) 1.7 (5) 1.3 (2) 3.5 (4) 24.5 (6)

北九州市 100.0 14.5 (12) 2.3 (14) 18.6 (14) 16.2 (13) 11.2 (6) 1.8 (4) 0.9 (5) 4.1 (1) 28.5 (2)

平　均 100.0 15.8 2.8 22.6 17.5 10.8 1.5 0.6 3.2 22.1

サービス

職　業

従事者

保安職業

従事者

農林漁業

作業者

運輸・通

信従事者

生産工

程・労務

作業者

（単位：％）

専門的・

技術的職

業従事者

管理的職

業従事者

事　務

従事者

販　売

従事者

 1）「分類不能の職業」を含む。 ※（　）内の数字は大都市中の順位

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福岡市

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

東京都区部

横浜市

川崎市

静岡市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

専門的・技術的職業従
事者
管理的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業作業者

運輸・通信従事者

生産工程・労務作業者

図４ 15 大都市の職業別 15 歳以上就業者の割合 

表４ 15 大都市の職業別 15 歳以上就業者の割合 



２．母子世帯，父子世帯 

(1)母子世帯 

５年前から10.8％増加し10,910世帯に 

 本市の母子世帯数は 10,910 世帯（増加

率 10.8％）となり，本市の一般世帯数

（632,653 世帯）に占める割合は 1.72％と

なっています。 

 配偶関係別に見ると，離別は，前回から

918 世帯増加し 8,972 世帯となり，母子世

帯総数の 82.2％を占めています。未婚も

297 世帯増加し，1,072 世帯（構成比 9.8％）

となりました。一方，死別は，前回から 153

世帯減少し，866 世帯（同 7.9％）となっ

ています。  

 母の年齢別で見ると，35～44 歳が 5,394

世帯で，構成比 49.4％と母子世帯総数の半

数を占めています。 

子供の数別では，子供の数 1 人が 5,692

世帯で，構成比 52.2％と半数を超え，２人

は 36.2％，３人以上は 11.6％となってい

ます。（表５） 

 

(2)父子世帯 

５年前から3.3％減少し968世帯に 

 父子世帯数は 968 世帯で，一般世帯数に

占める割合は 0.15％となっています。  

 配偶関係別に見ると，未婚は 24 世帯増

加し，41 世帯（構成比 4.2％）となりまし

た。一方，父子世帯総数の 72.9％を占める

離別は前回から 32 世帯減少，706 世帯とな

っています。死別は前回から 25 世帯減少

し，221 世帯（同 22.8％）となっています。 

父の年齢別で見ると，45～54 歳が 390

世帯（構成比 40.3％）と最も多く，次いで

35～44 歳が 372 世帯（構成比 38.4％）と

なっています。 

子供の数別に見た世帯の割合は母子家

庭とほぼ同じとなっています。（表６） 

平成12年 平成17年 平成12年 平成17年

母子世帯数 9,848 10,910 100.0 100.0 10.8

配偶関係 死別 1,019 866 10.3 7.9 △ 15.0

離別 8,054 8,972 81.8 82.2 11.4

未婚 775 1,072 7.9 9.8 38.3

母の年齢 15～24歳 179 201 1.8 1.8 12.3

25～34歳 2,382 2,626 24.2 24.1 10.2

35～44歳 4,694 5,394 47.7 49.4 14.9

45～54歳 2,421 2,403 24.6 22.0 △ 0.7

55歳以上 172 286 1.7 2.6 66.3

子供の数 １人 5,101 5,692 51.8 52.2 11.6

２人 3,558 3,952 36.1 36.2 11.1

３人以上 1,189 1,266 12.1 11.6 6.5

平成12年 平成17年 平成12年 平成17年

父子世帯数 1,001 968 100.0 100.0 △ 3.3

配偶関係 死別 246 221 24.6 22.8 △ 10.2

離別 738 706 73.7 72.9 △ 4.3

未婚 17 41 1.7 4.2 141.2

父の年齢 15～24歳 3 9 0.3 0.9 200.0

25～34歳 99 96 9.9 9.9 △ 3.0

35～44歳 359 372 35.9 38.4 3.6

45～54歳 475 390 47.5 40.3 △ 17.9

55歳以上 65 101 6.5 10.4 55.4

子供の数 １人 550 499 54.9 51.5 △ 9.3

２人 350 356 35.0 36.8 1.7

３人以上 101 113 10.1 11.7 11.9

構成比(%)世帯数
増減率(%)

 注１）母子・父子世帯は、未婚、死別、離別の女親・男親とその未婚の20歳未満の子供のみで構成さ

世帯数 構成比(%)
増減率(%)

 　　

 　　れる一般世帯

表５ 母の配偶関係，母の年齢，子供の数別母子世帯数 

表６ 父の配偶関係，父の年齢，子供の数別父子世帯数 



３．親子の同居 

(1)親との同居 (2)子との同居 

65歳以上高齢者の同居率は33.8％ 20歳代未婚者の同居率は42.9％ 

本市の 65 歳以上の人口 213,380 人のう

ち，子と同居しているのは 72,025 人で同

居率は 33.8％となっています。 

本市で親と同居している人は，437,663

人で同居率 31.6％となっています。 

 男女別に同居率を見ると男性 32.9％，女

性 30.4％と男性の方が 2.5 ポイント高く

なっています。 

男女別に見ると男性が 31.0％，女性が

35.6％となっており，女性が 4.5 ポイント

高くなっています。配偶関係別に同居率を

見ると，死別が 43.8％と最も高く，有配偶

は 33.1％，離別は 26.7％，未婚は 1.7％と

なっています。（表８） 

配偶関係，年齢別に見ると，未婚者総数

の同居率は 63.1％となっていますが，その

うち未成年者を除くと，同居率が最も高い

のは 20～29 歳で 42.9％となっています。 

 有配偶では同居率わずか 7.3％で，特に

若い世代では，30～39 歳が低く，5.9％と

なっています。しかし 19 歳以下の有配偶

では，41.4％と同居率が高くなっていま

す。（表７） 
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表７ 親との同居･非同居,配偶関係(２区分),年齢（６区分）男女別人口 

総数 2)
同居して

いる

同居して

いない
総数(1)

同居して

いる

同居して

いない
総数(1)

同居して

いる

同居して

いない
総数 男 女

1,384,925 437,663 947,085 662,782 217,961 444,734 722,143 219,702 502,351 31.6 32.9 30.4

総　　数 602,712 380,442 222,140 307,368 190,711 116,587 295,344 189,731 105,553 63.1 62.0 64.2

 0～19歳 270,118 247,935 22,082 138,684 126,299 12,325 131,434 121,636 9,757 91.8 91.1 92.5

20～29歳 193,783 83,055 110,720 99,289 39,452 59,834 94,494 43,603 50,886 42.9 39.7 46.1

30～39歳 79,835 32,743 47,089 41,949 16,741 25,208 37,886 16,002 21,881 41.0 39.9 42.2

40～49歳 27,169 10,661 16,508 14,336 5,485 8,851 12,833 5,176 7,657 39.2 38.3 40.3

50～59歳 18,321 5,103 13,213 9,399 2,448 6,948 8,922 2,655 6,265 27.9 26.0 29.8

60歳以上 13,486 945 12,528 3,711 286 3,421 9,775 659 9,107 7.0 7.7 6.7

総　　数 608,562 44,262 564,281 304,306 21,848 282,449 304,256 22,414 281,832 7.3 7.2 7.4

 0～19歳 440 181 259 162 67 95 278 114 164 41.1 41.4 41.0

20～29歳 36,326 3,054 33,262 15,382 1,332 14,046 20,944 1,722 19,216 8.4 8.7 8.2

30～39歳 126,913 7,529 119,379 58,827 3,258 55,567 68,086 4,271 63,812 5.9 5.5 6.3

40～49歳 125,346 11,880 113,465 61,264 5,417 55,846 64,082 6,463 57,619 9.5 8.8 10.1

50～59歳 143,419 15,213 128,206 72,496 7,874 64,622 70,923 7,339 63,584 10.6 10.9 10.3

60歳以上 176,118 6,405 169,710 96,175 3,900 92,273 79,943 2,505 77,437 3.6 4.1 3.1

 数 1)

ち未婚

）同居しているか否か判定できない者を含む。

）「死別」，「離別」，「配偶関係不詳」を含む。年齢不詳は含まない。

ち有配偶

女  同居率（％）
配偶関係

年　　齢

総　　数 男

総　

う

２

１

う

 

総数 2)
同居して

いる

同居して

いない
総数(2)

同居して

いる

同居して

いない
総数(2)

同居して

いる

同居して

いない
総数 男 女

1,384,925 450,309 934,048 662,782 195,356 467,254 722,143 254,953 466,794 32.5 29.5 35.3

213,380 72,025 141,311 86,319 26,783 59,533 127,061 45,242 81,778 33.8 31.0 35.6

うち有配偶 120,792 39,923 80,866 67,830 22,836 44,994 52,962 17,087 35,872 33.1 33.7 32.3

うち死別 61,433 26,938 34,485 8,391 3,282 5,109 53,042 23,656 29,376 43.8 39.1 44.6

うち離別 12,928 3,458 9,458 3,850 424 3,425 9,078 3,034 6,033 26.7 11.0 33.4

うち未婚 9,015 149 8,848 2,033 19 2,012 6,982 130 6,836 1.7 0.9 1.9

配偶関係

年　　齢

総　　数 男 女  同居率（％）

2)同居しているか否か判定できない者を含む。

総　 数 1)

65歳以上人口

1)年齢不詳は含まない。

表８ 子との同居・非同居，配偶関係，男女別 65 歳以上人口 


